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 さきごろ，文部科学省の平成 17 年度予算概算要
求が公表された。初等中等教育関係では，学力向上
対策に 91億円（前年度比 44 億円増）を計上してい

るのが注目される。 
国も地方も学力向上に取り組む 

 文科省は，このところ「確かな学力」の向上を目

指し，フロンティアスクール，スーパーサイエンス
ハイスクール，放課後学習チューター配置，学習指
導カウンセラー派遣，理科大好きスクール，国語力

向上推進事業―等々，さまざまな施策を打ち出して
きた。 
 これに加えて，来年度の概算要求では，新たに「学

力向上拠点形成事業」（９億２千万円）を盛り込ん
でいる。この事業は，地方分権の観点から，各都道
府県において地域の実情や課題に応じて，独自の学

力向上施策を推進することを促し，それに財政的支
援をしようというものだ。 
 このように，いま国も地方も「確かな学力」の向

上に向けて取り組んでいる。三位一体改革の焦点で
ある義務教育費国庫負担金問題を別とすれば，学力
向上施策が初中教育行政における最大の課題と言っ

ていいだろう。 
 これは，学力低下論争の思わぬ成果である。「思
わぬ」と言ったのは，私は，もともと学力低下論な

るものは実体のない不毛な論議だと，どちらかとい
えば、冷やかに眺めていたからである。 
 ここ数年（正確には５年），マスメディアがこぞ

って，「学力崩壊だ」「学力危機だ」とセンセーショ
ナルな言葉で報道や論評を繰り返した。で，あたか
も日本中の小・中学校の学力が崩壊しているかのよ

うな印象を国民に与えた。 
 これは，いつもながらのマスコミがつくり出すイ

メージにすぎない。わが国の学力水準は，言われる
ような「崩壊」状況にはない。 
そのことは，1994 年にＩＥＡ（国際到達度評価学

会）が行った国際学力調査や，2000 年にＯＥＣＤが
行った「生徒の学習到達度調査」（PISA）において，
わが国の児童・生徒の学力が世界的に高い水準にあ

ることをみれば明らかである。2002 年に文科省が行
った全国学力調査も，ほぼそれを追認している。 
“学力論争”が教育の流れを変えた 

 そんなわけで，今回の学力低下論には賛成しなか
ったが，いまになってみると，学力低下論争も無益
ではなかったと思う。それは，次のような結果をも

たらしたからだ。 
 第１に，教育の流れを変えた。新学習指導要領の
公示以来，教育界の流れは一斉に総合学習に向かっ

ていた。それが，学力低下論を機に，教科学習の基
礎・基本をなおざりにしてはならないという流れに
戻った。文科省の最近の施策は，それを後押しして

いる。 
 第２に，学力調査の重要性を再認識させた。昭和
30 年代の全国一斉学力調査から，40 年ぶりに，文

科省は全国的な規模で学力調査を行った。当時，日
教組を中心に激しい反対運動を展開し，それにマス
コミも同調した往年の状況は，もはや影もない。 

 第３に，地方主導による学力向上の取組みが活性
化した。いま独自に学力調査を行っている都道府
県・指定都市は８割を超え，それを踏まえてさまざ

まな学力向上策がとられている。また，ほとんどの
市町村が，地域の実情に応じた独自の学力向上策を
工夫している。冒頭の学力向上拠点形成事業も，こ

れを支援するものである。 
（ひしむら・ゆきひこ＝(財)学習ｿﾌﾄｳｴｱ情報研究ｾﾝﾀｰ理事長）
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